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Ａ．研究目的 
 地域に居住する在日外国人の、感染症に

関連した情報のニーズとその対応を検討

した。 

 
Ｂ．研究方法 
 対象は、国際交流支援を目的とした自治

体担当部署および民間組織 5 団体の相談
窓口担当者である。各担当者にインタビュ

ー調査を実施した。インタビューの項目は、

過去 1 年間における在日外国人からの感
染症に関する相談・問合せの有無とその傾

向、および相談対応の概要、各団体で実施

している感染症情報の提供の手段および

情報内容の概要である。 
（倫理面への配慮） 
本調査は、個人の情報を用いたものでは

ないため、医学研究の倫理規定に抵触しな

い。 

 
Ｃ．研究結果 

1地域で「予防接種」に関する相談があ
ったとの回答を得たが、他の地域では過去

1年間に在日外国人からの感染症に関する
相談を受けた経験を持たなかった。回答に

あった「予防接種」に関する相談は、予防

接種スケジュールや予防接種・感染症の名

称など、母国と日本では感染症の流行状況

や感染症に対する情報が異なることに起

因するものであった。ほとんどの地域では

感染症に関する相談を受けていないため、

相談があった際の対応は検討されていな

かった。他方、能動的な情報提供は、日本

人向けの情報を多言語化しているとの回

答が得られ、また年に1回程度、広報誌に
掲載するとの回答であった。 

 
Ｄ． 考察 
 在日外国人においては、研究者が行った

食の安全に関する意識調査でも認められ

たように、日本に対して「安全・安心」、

「清潔」といったイメージを持つ者が多い

ことが推察される。本調査では、在日外国

人からの感染症に関する情報ニーズがほ

とんど認められなかったが、それはこうし

た日本に対するイメージが影響している

研究要旨： 地域の国際交流支援を目的とした自治体の担当部署や民間組織を対象にイン

タビュー調査を実施し、主に外国人住民の感染症情報へのニーズと対応を検討した。ほとん

どの地域で感染症についての問い合わせはなく、従って対応は散見される程度であった。ま

た、能動的な情報提供は、日本人向けの情報を多言語化による広報誌での提供が行われてい

た。 
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と推察される。一方で、在日外国人が取得

している感染症の知識は、母国での流行・

浸淫状況が間接的・直接的に関連し、こう

した状況に伴って行われている施策が影

響していると考えられる。即ち、在日外国

人の感染症に対する知識は、日本人のそれ

とは異なっている可能性がある。しかしな

がら、能動的に提供されている情報からは、

対象である在日外国人が持つ感染症に対

する認識や理解が、日本人と同様と考えて

いることが推察された。 

  
Ｅ． 結論 
 相談窓口での状況からは、在日外国人の

感染症情報ニーズは認められなかったが、

母国と日本との感染症の疫学的状況、対策

の違いが理解されていないことが関連し

ていると推察された。今後、在日外国人の

情報ニーズを掘り起こすとともに、在日外

国人が利用しやすい情報の内容や提供方

法を検討する必要があると考えられた。 
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